
施策の柱

３．介護・福祉サービスの充実・強化

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ２ Ｒ３ 対比

●居宅サービス
給付費

利用延人数
給付費

利用延人数
給付費

利用延人数
給付費

利用延人数
％

１．訪問介護
１３７，０１３千円

２，８２０人
１７５，２２２千円

３，３００人
１５０，５０２千円

３，０９３人
１４８，５３６千円

３，０４０人
85

２．訪問入浴介護
１９，４９３千円

１９２人
１０，４９８千円

１８０人
１１，０６８千円

１８０人
１２，１８１千円

２１９人
116

３．訪問看護
１１２，２００千円

１，８００人
６８，１８３千円

１，８８４人
７８，５１１千円

１，８８７人
８８，４８４千円

２，０１４人
130

４．訪問リハビリテーション
１５，２８９千円

１９２人
７，９７６千円

１９２人
７，７８３千円

１９７人
９，６４８千円

２３１人
121

５．居宅療養管理指導
１２，４１７千円

１，８６０人
１６，４３５千円

１，８９６人
１６，２７８千円

２，７６６人
１９，６９６千円

３，２１９人
120

６．通所介護
７１９，３６４千円

７，６５６人
７２８，１６８千円

７，７６４人
６８０，８５４千円

７，８０５人
６８２，３０７千円

７，７１１人
94

７．通所リハビリテーション
７．１９５，０５１千円

２，７１２人
１９３，０３８千円

２，７７２人
１８０，８１９千円

２，３１６人
１８３，８６７千円

２，４７４人
95

８．短期入所生活介護
８．５８３，８９６千円

２，５４４人
２７８，７２１千円

２，５０８人
２７１，８８８千円

２，６７５人
２５７，２８７千円

２，４９２人
92

９．短期入所療養介護
（老健）

４，４６７千円
６０人

３，１９８千円
３７人

６，６６７千円
５３人

149

１０．短期入所療養介護
（病院等）

３，４８２千円
７２人

４，０１１千円
５７人

３，５４８千円
５２人

102

１１．福祉用具貸与
１１１，７４１千円

９，０８４人
１２４，５０６千円

９，３６０人
１２４，５３７千円

９，２７７人
１２８，１２９千円

９，６０５人
103

１２．特定福祉用具購入費
４，３５５千円

１４４人
３，４７０千円

１３２人
３，６８６千円

１５２人
３，９２４千円

１６４人
113

- 1

国の評価区分

【大区分】　自立支援・介護予防・重度化防止

【中区分】　その他

【大区分】　介護給付適正化

自己
評価

評価及び課題Ｎｏ． 施策 主な内容
目標 実績（見込含む）

○

４，０６６千円
３７２人

97～
101

介護・福祉
サービスの
基盤整備

短期入所療養介護については
計画額の約1.5倍の利用となって
おり、介護療養型医療施設につ
いては計画額の約1/2の利用と
なっているが、元々の利用が少
なかったサービスなので、金額と
しては大幅な増減とはなってい
ない。
他のサービスについては、計画
額の約２～３割減から約２～３割
増となっており、おおよそ計画ど
おりの数値となっている。
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Ｒ２ Ｒ３ Ｒ２ Ｒ３ 対比

自己
評価

評価及び課題Ｎｏ． 施策 主な内容
目標 実績（見込含む）

１３．住宅改修費
１８，９０５千円

９６人
７，７２４千円

９６人
９，２８１千円

９６人
７，５３８千円

８０人
98

１４．特定施設入所者生活
介護

１４４，５６７千円
１，００８人

２３２，３４９千円
１，２２４人

１３５，２３７千円
７２８人

１５５，３３４千円
８２４人

67

給付費
利用延人数

給付費
利用延人数

給付費
利用延人数

給付費
利用延人数

％

１８７，９７６千円
１４，２８０人

２０８，６８５千円
１４，４７２人

１９９，２３６千円
１３，７６２人

１９９，５１２千円
１３，６９２人

96

●地域密着型サービス
給付費

利用延人数
給付費

利用延人数
給付費

利用延人数
給付費

利用延人数
％

１．小規模多機能型居宅介
護

６５，７１０千円
１４４人

４９，７８１千円
２６４人

２８，８８６千円
１４６人

３１，８７４千円
１６１人

64

２．認知症対応型共同生活
介護

１８５，１８１千円
５４０人

１４１，４４４千円
５６４人

１３０，９１９千円
５３１人

１３７，５５４千円
５６１人

97

３．地域密着型老人福祉施
設入居者生活介護

２５３，１２５千円
１，０３２人

２８３，１６２千円
１，０３２人

２７９，１７４千円
１，０５４人

２７５，２２５千円
１，０１４人

97

４．地域密着型通所介護
１４１，５８２千円

１，８９６人
１５８，８３３千円

２，０８８人
１３９，５７５千円

１，７３１人
１３２，３１５千円

１，５５８人
83

●施設サービス
給付費

利用延人数
給付費

利用延人数
給付費

利用延人数
給付費

利用延人数
％

１．介護老人福祉施設
７４４，７８９千円

２，７１２人
７３９，６４８千円

２，８０８人
６９６，２９３千円

２，９１８人
７１５，０９４千円

２，７２３人
97

２．介護老人保健施設
４１８，０８１千円

１，１１６人
３２４，７５７千円

１，１１６人
３２９，２８９千円

１，１４４人
３７２，２２０千円

１，２７１人
115

３．介護療養型医療施設
２９，０３６千円

２４人
８，７４０千円

２４人
７，４８３千円

２２人
４，２８７千円

１３人
49

105
介護・福祉
サービスの
基盤整備

養護老人ホームの利用人
数

16人 14人 14人 9人(見込) 64%

　入所措置要件に基づき、適正
な利用を図ることができた。
　今後の課題として、虐待による
入所措置に際し居場所が特定さ
れないよう、入所先施設の候補
を増やす検討を要する。

○

- 2

○

101

介護・福祉
サービスの
基盤整備

●居宅介護支援

102・
103

104

97～
101

介護・福祉
サービスの
基盤整備

短期入所療養介護については
計画額の約1.5倍の利用となって
おり、介護療養型医療施設につ
いては計画額の約1/2の利用と
なっているが、元々の利用が少
なかったサービスなので、金額と
しては大幅な増減とはなってい
ない。
他のサービスについては、計画
額の約２～３割減から約２～３割
増となっており、おおよそ計画ど
おりの数値となっている。
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Ｒ２ Ｒ３ Ｒ２ Ｒ３ 対比

自己
評価

評価及び課題Ｎｏ． 施策 主な内容
目標 実績（見込含む）

107
介護サービ
スの適正な
運営

自立支援及び重症化防止
のためのケアマネジメント
の確立

1ケースの検討時間を約35分程
度確保し、専門職と共に｢心身機
能｣｢活動｣｢社会参加｣の要素か
ら検討し、自立支援や重症化防
止のためのケアマネジメント確立
に繋げる機会になった。

◎

107
介護サービ
スの適正な
運営

介護サービス事業者への
指導・監査の充実

１．地域密着型
サービス事業所：２
回

２．居宅介護支援
事業所：４回

１．地域密着型
サービス事業所：２
回

２．居宅介護支援
事業所：４回

１．地域密着型
サービス事業所：０
回

２．居宅介護支援
事業所：０回

１．地域密着型
サービス事業所：０
回

２．居宅介護支援
事業所：０回

0%

新型コロナウイルス感染症の拡
大防止のため、実施しなかった。
次年度以降は、感染症の状況を
見据え事業を進めることとする。

×

108
介護サービ
スの適正な
運営

社会福祉法人への監督 数値目標なし 数値目標なし ０件 書面審査２件 -
新型コロナウイルス感染症の拡
大防止のため、書面による審査
を実施した。

◎

108
介護サービ
スの適正な
運営

介護給付適正化事業強化

１．認定調査状況のチェック
２．ケアプランの点検
３．住宅改修の点検
４．介護報酬の縦覧点検・
医療情報との突合
５．介護給付費通知

数値目標なし

１．全数
２．年４回
３．全数
４．実施
５．年３回

１．実施
２．未実施
３．月２回理学療法
士による点検及び
年１回程度現地確
認を実施。
４．国保連合会に
委託
５．年３回通知

１．実施
２．未実施
３．月２回理学療法
士による点検及び
年１回程度現地確
認を実施。
４．国保連合会に
委託
５．年３回通知

-

新型コロナウイルス感染症の拡
大防止のため、実地指導と同時
実施のケアプラン点検を行わな
かった。次年度以降は、感染症
の状況を見据え事業を進めるこ
ととする。

◎

- 3

自立支援型地域ケア会議で個別ケース
の検討を行い、ケアマネジメントの質の
向上を図って自立支援や重症化防止に
つなげる。

自立支援型地域ケア会議開催：15回
1会議2ケース検討
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